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ワン
ポイント

2月 （如月）FEBRUARY

日 月 火 水 木 金 土

11日・建国記念の日
23日・天皇誕生日  24日・振替休日

◆  2 月 の 税 務 と 労 務

2 2025（令和7年）

e-Tax機能の充実化　昨年より、e-TaxのWEB型ソフト「WEB版」と「SP版」が、「e-Tax
ソフト（WEB版）」に統一され利用しやすくなっています。また、マイページから確認で
きる情報の拡充や、スマホ用電子証明書に対応しマイナンバーカードを読み取らなくて
もスマホ申告が可能になるなど、機能の充実化が進められています。

国　税／�令和6年分所得税の確定申告
� 2月16日～3月17日

（還付申告は申告期間前でも受け付けられます）
国　税／�贈与税の申告� 2月1日～3月17日
国　税／�1月分源泉所得税の納付� 2月10日
国　税／�12月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

� 2月28日
国　税／�6月決算法人の中間申告� 2月28日
国　税／�3月、6月、9月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 2月28日
国　税／�決算期の定めのない人格なき社団等の法人

税の確定申告及び納付� 2月28日
地方税／�固定資産税（都市計画税）第4期分の納付

� 市町村の条例で定める日
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2 月号─2

　

日
本
国
内
で
は
、
令
和
４
年
11
月

を
「
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
創
出
元
年
」
と

銘
打
ち
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
を
生
み

育
て
る
シ
ス
テ
ム
を
創
出
す
る
た
め
、

各
種
政
策
が
推
進
さ
れ
て
い
る
と
こ

ろ
で
す
。
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
は
、
新

規
に
起
業
す
る
ケ
ー
ス
だ
け
で
は
な

く
、
第
二
創
業
と
し
て
、
既
存
事
業

と
は
異
な
る
新
事
業
・
新
分
野
に
進

出
す
る
際
に
も
活
用
さ
れ
、
社
会
課

題
解
決
・
社
会
貢
献
の
担
い
手
と
し

て
も
注
目
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

今
回
は
、
令
和
６
年
９
月
30
日
に

発
出
さ
れ
た
通
達
（
基
発
０
９
３
０

第
３
号
「
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
で

働
く
者
や
新
技
術
・
新
商
品
の
研
究

開
発
に
従
事
す
る
労
働
者
へ
の
労
働

基
準
法
の
適
用
に
関
す
る
解
釈
に
つ

い
て
」）を
基
に
、
運
用
上
で
気
を
つ

け
て
お
き
た
い
点
を
お
伝
え
し
ま
す
。

１
　
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
で
働
く

者
の
取
扱
い

　

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
注
は
、
創
業
当

初
の
た
め
管
理
監
督
・
機
密
事
務
・

研
究
開
発
を
行
う
者
と
、
そ
の
他
の

事
務
を
行
う
者
の
業
務
範
囲
が
曖
昧

で
あ
る
こ
と
か
ら
、
前
述
の
通
達
に

よ
り
労
働
基
準
法
の
適
用
に
つ
い
て

の
解
釈
が
示
さ
れ
ま
し
た
。

注　

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
は
次
の
よ
う

に
定
義
さ
れ
、
育
成
に
向
け
た
取

組
が
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
（
経
済

産
業
省
）。

①　

一
般
に
、
以
下
の
よ
う
な
企

業
を
い
う
。

ア　

新
し
い
企
業
で
あ
っ
て
、

イ　

新
し
い
技
術
や
ビ
ジ
ネ
ス

モ
デ
ル
（
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
）

を
有
し
、

ウ　

急
成
長
を
目
指
す
企
業

②　

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
の
意
義

・　

経
済
成
長
の
ド
ラ
イ
バ
ー
。

将
来
の
所
得
や
財
政
を
支
え

る
新
た
な
担
い
手
。

・　

雇
用
創
出
に
も
大
き
な
役

割
。

・　

新
た
な
社
会
課
題
を
解
決

す
る
主
体
と
し
て
も
重
要
。

⑴
　
労
働
者
へ
の
該
当
性

　

労
働
基
準
法
上
の
労
働
者
に
該
当

す
る
か
否
か
は
、
契
約
の
形
式
や
名

称
に
か
か
わ
ら
ず
、
使
用
従
属
性
の

有
無
等
に
よ
っ
て
判
断
さ
れ
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
次
の
こ
と
等
を
判

断
要
素
と
し
て
、
個
々
の
働
き
方
の

実
態
を
勘
案
し
、
総
合
的
に
判
断
さ

れ
ま
す
。

①　
「
指
揮
監
督
下
の
労
働
」
で
あ

る
こ
と

ア　

仕
事
の
依
頼
・
業
務
従
事
の

指
示
等
に
対
す
る
諾
否
の
自
由

の
有
無

イ　

業
務
遂
行
上
の
指
揮
監
督
の

有
無

ウ　

勤
務
場
所
や
勤
務
時
間
の
拘

束
性
の
有
無

エ　

労
務
提
供
の
代
替
性
の
有
無

②　

報
酬
の
労
務
対
償
性

　

例
え
ば
、
役
員
は
一
般
的
に
は
労

働
基
準
法
上
の
労
働
者
に
該
当
し
ま

せ
ん
が
、
取
締
役
就
任
の
経
緯
、
法

令
上
の
業
務
執
行
権
限
の
有
無
、
取

締
役
と
し
て
の
業
務
執
行
の
有
無
、

前
述
の
労
働
者
該
当
性
の
判
断
要
素

な
ど
を
踏
ま
え
て
、
当
該
者
が
労
基

法
上
の
労
働
者
で
あ
る
と
判
断
さ
れ

た
裁
判
例
（
京
都
地
判
平
27
・
７
・

31
）
等
が
あ
る
こ
と
に
留
意
す
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
明
示
的
に
役
員
と
判
断
で

き
る
役
職
が
な
い
者
で
あ
っ
て
も
、

次
の
①
お
よ
び
②
の
よ
う
な
実
態
が

あ
り
、
労
働
者
該
当
性
の
判
断
要
素

に
照
ら
し
て
、
使
用
従
属
性
が
認
め

ら
れ
な
い
者
に
つ
い
て
は
、
労
働
基

準
法
上
の
労
働
者
に
該
当
し
な
い
と

考
え
ら
れ
ま
す
。

①　

組
織
に
お
い
て
特
定
の
部
門
に

在
籍
せ
ず
、
職
位
（
職
務
の
内
容

と
権
限
等
に
応
じ
た
地
位
）
等
も

与
え
ら
れ
て
い
な
い
た
め
に
、
業

務
遂
行
上
の
指
揮
監
督
・
指
示
系

統
に
属
し
て
い
な
い

②　

創
業
時
の
メ
ン
バ
ー
な
ど
で
、

明
確
な
役
割
分
担
も
な
く
、
創
業

者
と
一
体
と
な
っ
て
事
業
の
立
ち

上
げ
の
主
戦
力
と
し
て
経
営
に
参

画
す
る

　

た
だ
し
、
各
種
要
素
を
総
合
的
に

み
て
、
前
述
の
裁
判
例
の
よ
う
に
労

働
者
と
判
断
さ
れ
る
こ
と
も
あ
り
ま

す
。

⑵
　
管
理
監
督
者
へ
の
該
当
性

　

管
理
監
督
者
は
労
働
時
間
や
休

憩
・
休
日
に
関
す
る
労
働
基
準
法
の

規
制
が
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
の
で
、
役

スタートアップ企業
で働く者等への　　 
　労働基準法の適用



3─ 2月号

職
者
等
に
つ
い
て
、
管
理
監
督
者
に

該
当
す
る
か
否
か
を
判
断
す
る
こ
と

も
重
要
で
す
。

　

例
え
ば
、
ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業

の
労
働
者
の
う
ち
、
次
の
①
か
ら
③

の
者
で
あ
っ
て
、
定
期
給
与
で
あ
る

基
本
給
、
役
付
手
当
等
に
お
い
て
そ

の
地
位
に
ふ
さ
わ
し
い
待
遇
が
な
さ

れ
て
い
た
り
、
ボ
ー
ナ
ス
等
の
一
時

金
の
支
給
率
、
そ
の
算
定
基
礎
賃
金

等
に
つ
い
て
も
役
付
者
以
外
の
一
般

労
働
者
に
比
し
優
遇
措
置
が
講
じ
ら

れ
て
い
る
も
の
は
、「
一
般
的
に
は

管
理
監
督
者
の
範
囲
に
含
め
て
差
し

支
え
な
い
も
の
と
考
え
ら
れ
る
。」

と
さ
れ
て
い
ま
す
。

①　

取
締
役
等
役
員
を
兼
務
す
る
者

②　

部
長
等
で
経
営
者
に
直
属
す
る

組
織
の
長 

③　

①
及
び
②
と
当
該
企
業
内
に
お

い
て
同
格
以
上
に
位
置
づ
け
ら
れ

て
い
る
者
で
あ
っ
て
、
経
営
上
の

重
要
事
項
に
関
す
る
企
画
立
案
等

の
業
務
を
担
当
す
る
も
の

　

一
方
、
役
職
上
は
部
長
等
に
該
当

す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
経
営
や
人

事
に
関
す
る
重
要
な
権
限
を
持
っ
て

い
な
い
、
実
際
に
は
出
社
・
退
社
時

刻
を
自
ら
の
裁
量
的
な
判
断
で
決
定

で
き
な
い
、
給
与
や
一
時
金
の
面
に

お
い
て
管
理
監
督
者
に
ふ
さ
わ
し
い

待
遇
を
受
け
て
い
な
い
と
い
っ
た
場

合
に
は
、
管
理
監
督
者
に
は
該
当
し

な
い
と
考
え
ら
れ
、
ま
た
、
ス
タ
ー

ト
ア
ッ
プ
企
業
に
支
社
や
支
店
が
あ

る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
支
社
や

支
店
の
部
長
等
は
前
記
②
に
は
該
当

し
な
い
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
が
、

い
ず
れ
に
し
て
も
、
実
態
に
即
し
て

判
断
す
る
こ
と
と
な
り
ま
す
。

⑶
　
機
密
の
事
務
を
取
り
扱
う
者
へ

の
該
当
性

　
「
機
密
の
事
務
を
取
り
扱
う
者
」

は
、
秘
書
そ
の
他
職
務
が
経
営
者
又

は
監
督
若
し
く
は
管
理
の
地
位
に
あ

る
者
の
活
動
と
一
体
不
可
分
で
あ
っ

て
、
厳
格
な
労
働
時
間
管
理
に
な
じ

ま
な
い
者
を
い
い
ま
す
。

　

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
の
労
働
者

も
、
こ
の
よ
う
な
実
態
が
認
め
ら
れ

る
者
に
つ
い
て
は
、「
機
密
の
事
務

を
取
り
扱
う
者
」
に
該
当
し
得
る
こ

と
と
な
り
、管
理
監
督
者
と
同
様
に
、

労
働
時
間
や
休
憩
・
休
日
に
関
す
る

労
働
基
準
法
の
規
制
の
適
用
が
除
外

さ
れ
ま
す
。

⑷
　
専
門
業
務
型
裁
量
労
働
制
の
適

用

　

ス
タ
ー
ト
ア
ッ
プ
企
業
の
労
働
者

の
う
ち
、
例
え
ば
、
次
の
業
務
を
行

う
者
に
つ
い
て
は
、
一
定
の
要
件
を

満
た
す
場
合
に
専
門
業
務
型
裁
量
労

働
制
の
適
用
が
可
能
で
あ
る
と
考
え

ら
れ
ま
す
。

・　

新
商
品
又
は
新
技
術
の
研
究
開

発
の
業
務

・　

事
業
運
営
に
お
い
て
情
報
処
理

シ
ス
テ
ム
を
活
用
す
る
た
め
の
問

題
点
の
把
握
又
は
そ
れ
を
活
用
す

る
た
め
の
方
法
に
関
す
る
考
案
若

し
く
は
助
言
の
業
務
（
い
わ
ゆ
る

シ
ス
テ
ム
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト
の
業

務
）

　

な
お
、
裁
量
労
働
制
は
制
度
改
正

が
あ
り
、
令
和
６
年
４
月
以
降
、
新

た
に
、
又
は
継
続
し
て
裁
量
労
働
制

を
導
入
す
る
た
め
に
は
、
裁
量
労
働

制
を
導
入
す
る
全
て
の
事
業
場
で
新

た
な
手
続
き
が
必
要
で
す
。

２
　
新
技
術
や
新
商
品
の
研
究
開
発

に
従
事
す
る
労
働
者
の
取
扱
い

※　

以
下
の
内
容
は
、ス
タ
ー
ト
ア
ッ

プ
企
業
に
限
ら
ず
、
一
般
の
事
業

場
に
お
い
て
も
関
連
す
る
も
の
で

す
。

⑴
　「
新
た
な
技
術
、
商
品
又
は
役

務
の
研
究
開
発
に
係
る
業
務
」
へ

の
該
当
性

　
「
新
た
な
技
術
、
商
品
又
は
役
務

の
研
究
開
発
に
係
る
業
務
」
に
つ
い

て
は
、
時
間
外
労
働
の
限
度
時
間
等

の
規
定
（
時
間
外
労
働
の
上
限
は
原

則
と
し
て
月
45
時
間
・
年
３
６
０
時

間
と
す
る
等
）が
適
用
さ
れ
ま
せ
ん
。

　

こ
の
業
務
は
、
専
門
的
、
科
学
的

な
知
識
、
技
術
を
有
す
る
者
が
従
事

す
る
新
技
術
、
新
商
品
等
の
研
究
開

発
の
業
務
を
い
い
、
必
ず
し
も
本
邦

初
と
い
っ
た
も
の
で
あ
る
必
要
は
あ

り
ま
せ
ん
が
、
当
該
企
業
に
お
い
て

新
規
の
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、

既
存
の
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
に
と
ど
ま

る
も
の
や
、
商
品
を
専
ら
製
造
す
る

業
務
な
ど
は
含
ま
れ
ま
せ
ん
。

⑵
　
専
門
業
務
型
裁
量
労
働
制
の
適

用

　

専
門
業
務
型
裁
量
労
働
制
の
対
象

業
務
に
含
ま
れ
る
「
新
商
品
又
は
新

技
術
の
研
究
開
発
の
業
務
」
と
は
、

材
料
、
製
品
、
生
産
・
製
造
工
程
等

の
開
発
又
は
技
術
的
改
善
等
を
い
い

ま
す
。
⑴
と
同
様
に
、
必
ず
し
も
本

邦
初
と
い
っ
た
も
の
で
あ
る
必
要
は

あ
り
ま
せ
ん
が
、
当
該
企
業
に
お
い

て
新
規
の
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
ず
、

既
存
の
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
に
と
ど
ま

る
も
の
や
、
商
品
を
専
ら
製
造
す
る

業
務
な
ど
は
含
ま
れ
な
い
と
さ
れ
て

い
ま
す
。
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　令和6年10月から、医薬品の自己負担
に関し、新たな仕組みが設けられました。
　後発医薬品（ジェネリック医薬品）がある
薬で、先発医薬品の処方を希望される場合
は、特別の料金の支払が生じます。
Ｑ１　特別の料金とは？
Ａ　先発医薬品と後発医薬品（※）の価格差
の4分の1相当の料金のことを言います。

　※�　後発医薬品がいくつか存在する場合は、薬
価が一番高い後発医薬品との価格差で計算し
ます。

Ｑ２　なぜ「特別の料金」を支払わなくて
はいけないのですか？

Ａ　保険料や税金でまかなわれる医療保険
の負担を公平にし、将来にわたり国民皆
保険を守っていくため、国により、価格
の安い後発医薬品への置き換えが進めら
れています。

　　そのため、医療上の必要性がある場合

等を除き、より価格の高い一部の先発医薬
品を希望される場合には、「特別の料金」
として、負担を求められることとなりまし
た。
Ｑ３　どのような場合に「特別の料金」を

支払うことになりますか？
Ａ　例えば、使用感や味など、薬の有効性
に関係のない理由で先発医薬品を希望す
る場合に「特別の料金」の負担が生じま
す。過去に当該後発医薬品において副作
用が出たことがある場合等は、医師、歯
科医師、薬剤師等にご相談ください。

Ｑ４　流通の問題などにより、医療機関や
薬局に後発医薬品の在庫がない場合にも

「特別の料金」が発生しますか？
Ａ　流通の問題等により、医療機関や薬局
に後発医薬品の在庫がない場合は、「特
別の料金」を支払う必要はありません。
　　
　本制度および後発医薬品との価格比較リ
スト等の情報は、厚生労働省ホームページ
をご覧ください。

　

労
災
保
険
は
、
本
来
は
労
働
者
の

保
護
を
目
的
と
し
た
制
度
の
た
め
、

事
業
主
、
自
営
業
者
な
ど
労
働
者
で

な
い
者
は
、
保
護
の
対
象
と
は
な
り

ま
せ
ん
。
し
か
し
、
労
働
者
で
な
い

者
の
中
に
は
、
業
務
の
実
態
や
災
害

の
発
生
状
況
な
ど
か
ら
み
て
、
労
働

者
に
準
じ
て
保
護
す
る
こ
と
が
ふ
さ

わ
し
い
者
が
い
ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
者
に
対
し
、
特
別
に
任

意
加
入
す
る
こ
と
を
認
め
、
労
災
保

険
に
よ
る
保
護
を
図
る
こ
と
と
し
た

の
が
特
別
加
入
制
度
で
す
。

　

令
和
6
年
11
月
か
ら
「
フ
リ
ー
ラ

ン
ス
」
が
労
災
保
険
の
特
別
加
入
の

対
象
と
な
り
ま
し
た
。

　

加
入
対
象
と
な
る
者
・
な
ら
な
い

者
の
例
や
、
手
続
き
・
保
険
給
付
手

続
き
の
流
れ
な
ど
は
、
厚
生
労
働
省

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
参
照
く
だ
さ

い
（「
フ
リ
ー
ラ
ン
ス　

特
別
加
入
」

等
の
キ
ー
ワ
ー
ド
で
検
索
）。

フ
リ
ー
ラ
ン
ス
の
労
災
特
別
加
入

〈医療保険制度〉 
令和6年10月以降の選定療養

　労働保険料等の口座振替納付は、労働保
険料等を届出のあった口座から引き落とし、
納付をするものです。
　口座振替納付の場合、全期または第1期
の納付日（引落日）が「9月6日」となり、
本来の納付日（7月10日）より約2か月の
ゆとりができる点がメリットの1つです。
　第1期から口座振替納付に切り替えると
きは、2月25日までに申込みをする必要
があります。
　所定の申込用紙を金融機関の窓口に提出
し、1度申込みをすれば翌年以降は提出を
する必要がありません。申込用紙の入手は、
お近くの労働局・労働基準監督署の窓口に
て、または、厚生労働省ホームページから
ダウンロードすることができます。
　なお、延納（分割納付）の申請をし、第
2期から口座振替納付にするときは8月
14日、第3期から口座振替納付にすると
きは10月11日が申込締切日となります。

２月の労務 ピックアップ  
労働保険料等の口座振替納付手続き


